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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第62期第１四半期連結累計期間および第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第62期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号 平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期第１四半期
連結累計期間

第63期第１四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 (百万円) 10,280 11,840 43,849 

経常利益 (百万円) 1,069 1,299 4,112 

四半期(当期)純利益 (百万円) 897 1,076 3,054 

四半期包括利益 
または包括利益 

(百万円) 394 1,509 2,163 

純資産額 (百万円) 50,574 53,072 51,970 

総資産額 (百万円) 80,940 94,646 86,252 

１株当たり四半期(当期) 
純利益 

(円) 12.21 14.65 41.59 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― 13.25 ―

自己資本比率 (％) 62.5 56.1 60.3 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日～平成23年６月30日)におけるわが国の経済は、３月に

発生した東日本大震災により、企業部門においては、サプライチェーンの停滞や電力供給の制約から生

産活動が急激に低下したほか、家計部門においても雇用情勢の悪化が続き、個人消費が低迷するなど先

行き不透明な状況となりました。一方、海外経済は欧州の一部で財政不安問題が拡がっているものの、

中国をはじめとしたアジア地域での内需拡大を中心に、総じて景気回復基調を辿りました。 

このような情勢のもとで、当社および連結子会社(以下、当社グループ)といたしましては、業容の拡

大を着実に進展させるとともに、これまで以上に強固な事業基盤を構築するための諸施策を推進してま

いりました。 

販売面につきましては、販売政策の柱となる「ユーザーに密着した提案型営業活動」の積極展開によ

り、新規開拓や既存顧客との取引深耕の拡大を図りました。製品開発面においては、独創的な環境負荷

低減製品である「メンテナンスフリーシリーズ」の品揃えを強化したほか、クリーン環境下での使用に

適した高強度アルミニウム合金製クリーン精密位置決めテーブルを開発するなど、潜在需要の大きい直

動案内機器を中心に製品群の拡充を図りました。生産面につきましては、需要が大きく伸びている直動

案内機器の生産能力を強化するために、４月には土岐市の新工場稼働や既存工場の設備増強を図り、さ

らに将来を見据えたグローバルでの供給体制の整備を継続的に推し進めております。 

地域別に市況をみますと、国内市場は、震災による生産活動の低下を背景に、受注の調整局面もあり

ましたが、各需要産業の迅速な復旧等により、エレクトロニクス関連機器向けや工作機械産業向けを中

心に緩やかな回復基調にありました。アジア地域は、中国をはじめとする新興国の内需拡大により、幅

広い業種において好調を持続しました。北米・欧州地域は、エレクトロニクス関連機器、医療機器向け

等を中心に、需要は増加傾向にありました。 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、前年同期に比べ15.2％増の11,840百万円とな

りました。収益面につきましては、増収・増産効果のほか、原価低減や経費抑制を推し進め、営業利益

は1,327百万円(前年同期比17.8％増)、経常利益は1,299百万円(前年同期比21.6％増)、四半期純利益は

1,076百万円(前年同期比19.9％増)となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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また、当第１四半期連結累計期間における針状ころ軸受および直動案内機器等(以下、軸受等)の生産

高(平均販売価格による)は12,610百万円(前年同期比66.2％増)となり、軸受等ならびに諸機械部品の受

注高は11,510百万円(前年同期比9.5％減)となりました。 

セグメントについて、当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメン

トであるため、記載を省略しております。なお、部門別売上高では、軸受等は10,460百万円(前年同期

比16.2％増)、諸機械部品は1,379百万円(前年同期比8.0％増)となりました。 

  

 

なお、業績の状況における記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 財政状態の分析 

資産合計は、前連結会計年度末に比べ8,394百万円増加し94,646百万円となりました。これは主に、

現金及び預金4,037百万円、受取手形及び売掛金600百万円、製品、仕掛品等のたな卸資産1,680百万

円、有形固定資産1,439百万円等の増加によるものであります。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ7,292百万円増加し41,574百万円となりました。これは主に、

支払手形及び買掛金1,529百万円、新株予約権付社債5,000百万円等の増加によるものであります。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,101百万円増加し53,072百万円となりました。これは主

に、利益剰余金668百万円の増加、その他の包括利益累計額433百万円の改善等によるものであります。

  

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、事実上および財政上の対処すべき課題に重要な変更および新た

に生じた課題はありません。 

なお、当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、

その内容等(会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は、次のとおりであります。 

 部門別売上高  

 

区分

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

比較増減 (自 平成22年４月１日 (自 平成23年４月１日

   至 平成22年６月30日)  至 平成23年６月30日)

 金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 伸び率(％)

 軸 受 等 9,002 87.6 10,460 88.3 1,457 16.2 

 諸機械部品 1,277 12.4 1,379 11.7 102 8.0 

 売上高合計 10,280 100.0 11,840 100.0 1,560 15.2 
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① 基本方針の内容の概要 

当社は、当社の企業価値が、「社会に貢献する技術開発型企業」という企業理念に基づいて、永

年にわたり蓄積してきた営業・技術・生産のノウハウ等を駆使した機動性のある企業活動に邁進

し、国内外の社会の発展に貢献することにより、株主の皆様共同の利益を向上させていくことにそ

の淵源を有することに鑑み、特定の者またはグループによる当社の総議決権の20％以上に相当する

議決権を有する株式の取得により、このような当社の企業価値または株主の皆様共同の利益が毀損

されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務および事業の方針の

決定を支配する者として不適切であるとして、法令および定款によって許容される限度において、

当社の企業価値または株主の皆様共同の利益の確保・向上のための相当な措置を講じることを、そ

の基本方針といたします。 

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取り組みの概要 

当社は、平成23年５月16日開催の取締役会において、基本方針に照らして不適切な者によって当

社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取り組みの一つとして、平成

21年６月26日開催の当社第60回定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいたうえで継続

していた当社株式の大規模買付行為に関する対応方針につき、所要の変更を行ったうえで(以下変

更後の対応方針を「本プラン」といいます)、引き続き継続することを決議し、平成23年６月29日

開催の当社第62回定時株主総会(以下「本定時株主総会」といいます)において株主の皆様のご承認

をいただきました。また、当社は本プランの継続に伴い、独立委員会を引き続き設置しており、独

立委員会委員として、伊集院功、齊藤聡、佐藤順哉、武井洋一の４氏を選任いたしました。 

本プランの概要は、以下に記載のとおりですが、本プランの詳細につきましては、当社ホームペ

ージに掲載の平成23年５月16日付プレスリリース「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針

(買収防衛策)の一部変更および継続に関するお知らせ」をご覧下さい。 

（参考URL: http://www.ikont.co.jp/）  

 1) 本プランの目的 

本プランは、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および考

慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを

株主の皆様が適切に判断されること、取締役会が、当該大規模買付行為に対する賛否の意見また

は代替案を株主の皆様に対して提示すること、あるいは、株主の皆様のために大規模買付者と交

渉を行うことなどを可能とし、もって当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・向上

を実現することを目的としています。 
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 2) 本プランに基づく対抗措置の発動に係る手続 

(a) 対象となる大規模買付行為 

次のアからウまでのいずれかに該当する行為またはその可能性のある行為がなされ、またはな

されようとする場合に、本プランに基づく対抗措置が発動される場合があります。 

ア 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当

該株券等の買付けその他の取得 

イ 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の

株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得 

ウ 上記アまたはイに規定される各行為が行われた否かにかかわらず、当社の特定の株主が、当

社の他の株主(複数である場合を含みます。以下本ウにおいて同じとします)との間で、当該

他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、または

当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配し、もしくはそれら

の者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為(ただし、当社が発行者である株券

等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上となるような場

合に限ります) 

(b) 大規模買付者に対する情報提供要求 

大規模買付者には、大規模買付行為の開始または実行に先立ち、意向表明書および大規模買付

情報を提出・提供していただきます。 

(c) 取締役会評価期間の設定等 

取締役会は、対価を現金(円貨)のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが行

われる場合には、最長60日間、それ以外の場合には、最長90日間の期間を、取締役会評価期間と

して設定し、当社の企業価値および株主の皆様共同の利益の確保・向上の観点から、企図されて

いる大規模買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉を

行うものとします。 
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(d) 独立委員会の勧告および取締役会による決議 

独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合

で、取締役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後５営業日以内に当該

違反が是正されない場合には、原則として、取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措

置の発動を勧告します。 

他方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、独立委員会は、原則として、取締役

会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告しますが、大規模買付ルールが遵

守されている場合であっても、当該大規模買付者がいわゆるグリーンメイラーである場合等一定

の事情を有していると認められる者である場合には、取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告

します。 

取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動または不発動その他

必要な決議を行うものとします。なお、取締役会は、一定の場合には、対抗措置を発動するか否

かを株主の皆様に問うべく株主総会を招集することができるものとします。 

(e) 対抗措置の具体的内容 

当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、新株予約権の無償割当

てによるものを想定しておりますが、会社法その他の法令および当社の定款が取締役会の権限と

して認めるその他の措置を発動することが相当と判断される場合には当該措置が用いられること

もあり得るものとします。 

 3) 本プランの特徴 

(a) 基本方針の制定 

本プランは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を制

定したうえで、継続されたものです。 

  (b) 独立委員会の設置 

当社は、本プランの必要性および相当性を確保するために独立委員会を設置し、取締役会が対

抗措置を発動する場合には、その判断の公正を担保し、かつ、取締役会の恣意的な判断を排除す

るために、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとしています。 

  (c) 株主総会における本プランの承認 

本プランにつきましては、本定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただきました。 

  (d) 適時開示 

取締役会は、本プラン上必要な事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従

って、適時適切な開示を行います。 
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  (e) 本プランの有効期間 

本プランの有効期間は、本定時株主総会における本プランの承認時から本定時株主総会終了後

２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会後最初に開催される取締役

会の終結時までとします。ただし、かかる有効期間の満了前であっても、株主総会において本プ

ランを廃止する旨の議案が承認された場合、または取締役会において本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合、本プランはその時点で廃止されるものとします。 

 4) 株主の皆様への影響 

  (a) 本プランの効力発生時に株主の皆様へ与える影響 

本プランの効力発生時には、新株予約権の発行自体は行われません。したがって、本プランが

本プラン効力発生時に株主の皆様の権利および経済的利益に直接具体的な影響を与えることはあ

りません。 

  (b) 新株予約権の無償割当て時に株主の皆様へ与える影響 

対抗措置として新株予約権の無償割当てが行われた場合においても、保有する当社株式１株当

たりの価値の希釈化は生じるものの、保有する当社株式全体の価値の希釈化は生じないことか

ら、株主の皆様の法的権利および経済的利益に対して直接的具体的な影響を与えることは想定し

ておりません。ただし、例外事由該当者については、対抗措置が発動された場合、結果的に、そ

の法的権利または経済的利益に何らかの影響が生じる可能性があります。 

③ 上記の取り組みに対する取締役会の判断およびその理由 

当社は、前記② 1)記載のとおり、本プランは、企業価値ないし株主の皆様共同の利益の確保・

向上をその目的としており、基本方針に沿うものと考えます。特に本プランは、1)株主総会におい

て本プランを廃止する旨の議案が承認された場合には、本プランは、その時点で廃止されるものと

しており、その存続が株主の皆様の意思にかからしめられている点において、株主の皆様のご意思

を重視していること、2)大規模買付行為に関する評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模

買付者との交渉を行うにあたり、取締役会が、独立した第三者的立場にある専門家の意見を取得で

きること、3)独立性の高い独立委員会の設置を伴うものであり、対抗措置の発動に際しては必ず独

立委員会の勧告を経る仕組みとなっているうえ、独立委員会は、更に独立した第三者的立場にある

専門家の意見を取得できること、4)対抗措置の発動、不発動または中止に関する判断の際に拠るべ

き基準が設けられていることなどから、当社は、本プランが当社の企業価値ないし株主の皆様共同

の利益を損なうものではなく、当社の取締役の地位の維持を目的とするものではないと考えており

ます。 

  
(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は200百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 291,000,000 

計 291,000,000 

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(平成23年６月30日)

提出日現在発行数
(株) 

(平成23年８月９日)

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名

内容

普通株式 73,499,875 73,499,875 
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株でありま
す。 

計 73,499,875 73,499,875 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

当第１四半期会計期間において発行した無担保転換社債型新株予約権付社債は、次のとおりでありま

す。 

 
(注)１ 本新株予約権の目的である株式の数は、同一の新株予約権者により同時に行使された本新株予約権にかかる

本新株予約権付社債の金額の総額を当該行使の効力発生日において適用のある転換価額で除して得られる数と

しております。この場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行わないもの

としております。 

決議年月日 平成23年４月４日

新株予約権付社債の残高(百万円) 5,000

新株予約権の数(個) 5,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,751,937 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株あたり645 (注)２ 

新株予約権の行使期間 平成23年６月１日から平成28年４月15日 (注)３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格および資本組入額(円) 

発行価格 645 

資本組入額 323 (注)４

新株予約権の行使の条件 

当社が本新株予約権付社債を買入れ本新株予約権付社債の
社債部分を消却した場合には、当該本新株予約権付社債に
付された本新株予約権を行使することはできない。また、
各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使するこ
とはできないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
会社法第254条第２項本文および第３項本文の定めによ
り、本新株予約権付社債の社債部分と本新株予約権のうち
一方のみを譲渡することはできない。 

代用払込みに関する事項 

１ 各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約
権にかかる各本新株予約権付社債の社債部分を出資す
るものとする。 

２ 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
は、各本新株予約権付社債の払込金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)５
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  ２ 各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権にかかる各本新株予約権付社債の社債部分を出資す

るものとし、各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価格は、各本新株予約権付社債の払込金額と同

額としております。転換価額は、当初645円としております。ただし、転換価額は本項第(1)～(4)号に定めると

ころにしたがい調整または減額されることがあります。 

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生じ

る場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「新株発行等による転換価額調整

式」という。)をもって転換価額を調整するものとしております。 
  

 
(2) 新株発行等による転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合については、次に定めるところによる

ものとしております。 

① 時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を引き受ける者の募集をする場合。 

② 当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当て等をする場合。 

③ 時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに取得される証券(権利)もしくは取得させること

ができる証券(権利)または当社普通株式の交付を受けることができる新株予約権の交付と引換えに取得さ

れる証券(権利)もしくは取得させることができる証券(権利)、または行使することにより当社普通株式の

交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)を発行する場合。な

お、新株予約権無償割当ての場合(新株予約権付社債を無償で割り当てる場合を含む、以下同じ。)は、新

株予約権を無償として当該新株予約権を発行したものとして本③を適用することとしております。 

(3) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、特別配当を実施する場合には、次に定める算式をもって転換価額

を調整することとしております。 

 
「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当にかかる当該事業年度の最終の基準日における各

社債の金額(金100万円)当たりの本新株予約権の目的となる株式の数で除した金額をいいます。１株当たり

特別配当の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入することとしておりま

す。 

(4) 当社は、本項第(2)号および第(3)号に掲げた事由によるほか、次の各号に該当する場合は社債管理者と協

議のうえその承認を得て、転換価額の調整を適切に行うものとしております。 

① 株式の併合、合併、会社分割または株式交換のために転換価額の調整を必要とするとき。 

② 本号①のほか、当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の

調整を必要とするとき。 

③ 当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とするとき。 

④ 金銭以外の財産を配当財産とする剰余金の配当が、経済的に特別配当に相当するために転換価額の調整を

必要とするとき。 

⑤ 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出にあ

たり使用すべき時価が、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

  ３ 以下の期間については、行使請求をすることができないものとしております。 

(1) 当社普通株式にかかる株主確定日(会社法第124条第１項に定める基準日をいう。)およびその前営業日(振

替機関の休業日でない日をいう。以下同じ。)。 

(2) 振替機関が必要であると認めた日。 

(3) 組織再編行為において承継会社等の新株予約権を交付する場合で、本新株予約権の行使請求の停止が必要

となるときは、当社が行使請求を停止する期間(当該期間は１ヵ月を超えないものとする。)その他必要な

事項をあらかじめ書面により社債管理者に通知し、かつ、当該期間の開始日の１ヵ月前までに必要な事項

を公告した場合における当該期間。 

(4) 期中償還請求により償還される本新株予約権付社債に付された本新株予約権については、直近上位機関を

通じて支払代理人に対して、期中償還請求を行う旨を申し出た日以降。 

(5) 平成28年４月15日以前に本新株予約権付社債が償還される場合には、当該償還日の前銀行営業日以降。 

(6) 一定の事象が生じ、当社が本新株予約権付社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益を喪失

した日(当日を含める。)以降。 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
既発行株式数 ＋

交付株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数＋交付株式数

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価 － １株当たり特別配当

時価
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  ４ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条にした

がい算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとしております。 

  ５ 当社が組織再編行為を行う場合は、本新株予約権付社債の繰上償還を行う場合を除き、組織再編行為の効力

発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対して、当該新株予約権者の有する本新株予約

権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権で本項第(1)号ないし第(8)号の内容のもの(以下

「承継新株予約権」という。)を交付するものとしております。この場合、組織再編行為の効力発生日におい

て、本新株予約権は消滅し、本新株予約権付社債の社債部分にかかる債務は承継会社等に承継され(承継会社等

に承継された本新株予約権付社債についての社債にかかる債務を以下「承継社債」という。)、承継新株予約権

は承継社債に付された新株予約権となり、本新株予約権者は承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、

本新株予約権に関する規定は承継新株予約権について準用することとしております。ただし、吸収分割または

新設分割を行う場合は、以下の条件に沿って、その効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予

約権者に対して当該本新株予約権に代えて承継会社等の承継新株予約権を交付し、承継会社等が本新株予約権

付社債の社債部分にかかる債務を承継する旨を、吸収分割契約または新設分割計画において定めた場合に限る

ものとしております。 

(1) 承継新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一としております。 

(2) 承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の種類 

承継会社等の普通株式としております。 

(3) 承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の数の算定方法 

行使請求にかかる承継新株予約権が付された承継社債の金額の合計額を本項第(4)号に定める転換価額で除

して得られる数としております。この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調

整は行わないものとしております。 

(4) 承継新株予約権付社債の転換価額 

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等の

経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者がこれを行使したときに

受領できるように定めるものとしております。なお、組織再編行為の効力発生日以後における承継新株予約

権付社債の転換価額は、上記(注)２記載の新株予約権の行使時の払込金額に準じた調整または減額を行うも

のとしております。 

(5) 承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額またはその算定方法 

各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権にかかる各承継新株予約権付社債の社債部分

を出資するものとし、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本新株予約権付社債の

払込金額と同額としております。 

(6) 承継新株予約権を行使することができる期間 

組織再編行為の効力発生日(当社が(注)３ 第(3)号に定める期間を指定したときは、当該組織再編行為の効

力発生日または当該期間の末日の翌銀行営業日のうちいずれか遅い日)から、(注)３に定める本新株予約権の

行使請求期間の満了日までとしております。 

(7) 承継新株予約権の行使の条件および承継新株予約権の取得条項 

行使の条件は上記「新株予約権の行使の条件」欄に準じて決定することとしております。 

(8) 承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項 

上記(注)４に準じて決定することとしております。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成23年３月31日の株主名簿により記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式814株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式数が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

該当事項はありません。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成23年６月30日  ― 73,499 ― 9,532 ― 12,886 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  

55,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

73,157,000 
73,157 ―

単元未満株式 
普通株式 

287,875 
― ―

発行済株式総数 73,499,875 ― ― 

総株主の議決権 ― 73,157 ― 

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本トムソン株式会社 

東京都港区高輪２－19－19 55,000 ― 55,000 0.07 

計 ― 55,000 ― 55,000 0.07 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで)および第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており

ます。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,874 25,911

受取手形及び売掛金 10,794 11,394

商品及び製品 12,028 13,167

仕掛品 8,875 9,210

原材料及び貯蔵品 6,154 6,362

その他 2,844 3,451

貸倒引当金 △34 △35

流動資産合計 62,538 69,463

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 6,986 8,099

その他（純額） 8,993 9,321

有形固定資産合計 15,980 17,420

無形固定資産 146 160

投資その他の資産   

投資有価証券 5,968 6,025

その他 1,681 1,639

貸倒引当金 △62 △62

投資その他の資産合計 7,587 7,603

固定資産合計 23,714 25,183

資産合計 86,252 94,646

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 9,691 11,221

短期借入金 332 721

1年内返済予定の長期借入金 7,540 7,440

未払法人税等 190 296

役員賞与引当金 80 20

その他 4,477 5,029

流動負債合計 22,312 24,728

固定負債   

社債 4,000 4,000

新株予約権付社債 － 5,000

長期借入金 6,084 6,029

退職給付引当金 1,608 1,538

その他 276 278

固定負債合計 11,968 16,845

負債合計 34,281 41,574
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,532 9,532

資本剰余金 12,886 12,886

利益剰余金 30,894 31,562

自己株式 △46 △46

株主資本合計 53,267 53,935

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,192 1,318

繰延ヘッジ損益 △5 △1

為替換算調整勘定 △2,483 △2,180

その他の包括利益累計額合計 △1,296 △863

純資産合計 51,970 53,072

負債純資産合計 86,252 94,646
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
  【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 10,280 11,840

売上原価 6,983 8,252

売上総利益 3,296 3,587

販売費及び一般管理費 2,170 2,260

営業利益 1,126 1,327

営業外収益   

受取利息 2 4

受取配当金 45 139

その他 38 29

営業外収益合計 86 173

営業外費用   

支払利息 75 64

売上割引 13 16

固定資産除却損 4 9

為替差損 46 73

その他 4 36

営業外費用合計 144 200

経常利益 1,069 1,299

特別利益   

投資有価証券売却益 － 79

特別利益合計 － 79

特別損失   

投資有価証券評価損 58 65

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 30 －

特別損失合計 89 65

税金等調整前四半期純利益 979 1,314

法人税等 82 238

少数株主損益調整前四半期純利益 897 1,076

四半期純利益 897 1,076
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  【四半期連結包括利益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 897 1,076

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △412 126

繰延ヘッジ損益 － 4

為替換算調整勘定 △90 302

その他の包括利益合計 △502 433

四半期包括利益 394 1,509

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 394 1,509
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。 

 
  

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

税金費用の計算 

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行なわれる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しておりま

す。 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
 至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日  
 至 平成23年６月30日)

減価償却費 599百万円
 

減価償却費 710百万円
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(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

当社グループは、軸受等ならびに諸機械部品の製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省

略しております。 

  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 220 3.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 403 5.50 平成23年３月31日 平成23年６月30日
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益および算定上の基礎ならびに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

項目 (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

(1)１株当たり四半期純利益 12円21銭 14円65銭

 (算定上の基礎) 

 四半期純利益(百万円) 897 1,076 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(百万円) 897 1,076 

 普通株式の期中平均株式数(株) 73,451,258 73,443,953 

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 13円25銭

 (算定上の基礎) 

 四半期純利益調整額(百万円) ― ―

 普通株式増加数(株) ― 7,751,937 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要 

――――― ―――――

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成23年８月５日

日本トムソン株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本トムソン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成
23年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トムソン株式会社及び連結子会社の平
成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士  京 嶋  清 兵 衛  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年８月９日 

【会社名】 日本トムソン株式会社 

【英訳名】 NIPPON THOMPSON CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  山 下   皓 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区高輪二丁目19番19号 

【縦覧に供する場所】 ※中部支社 

  (名古屋市中川区西日置二丁目３番５号(名鉄交通ビル)) 

 ※西部支社 

  (大阪市西区新町三丁目11番３号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

（注）※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではあ

りませんが、投資家の縦覧の便宜のため縦覧に供する場所と

しております。 



取締役社長山下皓は、当社の第63期第１四半期(自 平成23月４月１日 至 平成23年６月30日)の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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